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とちぎ地域･自治研究所 
第１２回定期総会 

第 12回定期総会を下記のとおり開催します。 

Ừ ≤ ⅝ 30 ⅛╠ 

Ừ ≤↓╤ ☿fi♃כ  
（宇都宮市西川田町805-1 TEL 028-658-1201） 

Ừ 13:30 15:20  
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専門は「社会保障論」、著書に『国民を切り捨てる「社会保障と 

税の一体改革」の本音』(自治体研究社、2012年)、 
編著に『国保はどこへ向かうのか』（新日本出版社、2011年）、 
ₐ ⅛╠ ┬ （e自治体研究社、2013年4月） 
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6 月 2 日（日）自治体問題研究所 50 周年記念事業 

■ 講演とシンポジウム「新しい時代の地方自治像⇒詳細は10頁参照ください。 

○ とちぎ地域・自治研究所第１2回定期総会議案                         ２ 

○ 地域主権一括法･地方条例化等の課題と今後の取り組み(下) 角 田 英 昭    11 
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2012 年度は、総会を目前にした６月８日笠原義人前理事長が急逝されという事

態のなかで、６月 24日に宇都宮市内で第 11回総会を開催し、太田正副理事長を理

事長代行に選出し（９月からは大木一俊副理事長が代行に就任）、承認された事業

計画に基づき、(1) 自主的な調査研究活動－第３次県政白書の発刊と記念シンポジ

ウムの開催、(2) 県内の地域・自治に関わる学習・交流と自治体問題研究所開催の

「自治体学校」等全国的な事業への積極的な参加、(3) 議員、自治体関係者、住民

運動関係者など幅広く会員の要求に応えた事業の企画、(4) 県内の基礎自治体や一

定の地域を単位にした「まちの研究所」を展望して、地域に根ざした自主的な研究

組織の設立支援の４つの柱に沿って事業を推進してきました。 

特に、研究所設立 10 周年記念事業として取り組んだ第３次県政白書の編集では、

2012年７月 30 日に第３次県政白書「道州制で県民の暮らしはどうなる？」を発刊

するとともに、９月 22日にはとちぎ研究所設立 10周年・第３次県政白書発刊記念

「県政を考えるシンポジウム」を開催しました。第３次県政白書は共同企画者であ

る随想舎の一般書店での販売とともに研究所独自でも数百部普及し、11 月に行わ

れた知事選挙の最中に執筆に携わった２名の副理事長が地元新聞社の取材を受ける

など県政への提言と争点の明確化に一定の役割を果たしました。 

さらに、７月に浜松市で開催された第５４回自治体学校への参加や、放射性物質

をテーマにした学習講演会や、地域主権一括法への取り組みテーマにした「とちぎ

自治講座」の開催など学習・交流事業等を重点的に取り組んできました。 

１ 調査・研究事業 

(1)  地域、自治に関わる資料やデーターの収集、分析 

   市町村の決算データ―の整理を行いました。 

(2)  テーマ別研究グループによる調査・研究 

2012 年４月 29 日に県政研究会で座談会「福田富一県政の八年と栃木県政の

課題」を開催し、その結果を第３次県政白書「道州制で県民の暮らしはどうな

る？」に収録し、7 月 30 日に発刊しました。 

２ 学習・交流事業 

(1) 総会記念講演 

2012年６月 24 日開催の第 11 回定期総会で「持続可能な循環型地域づくりの課

題と展望」をテーマに吉田敬一氏（駒澤大学教授）を講師に記念講演を行いました。 

(2) とちぎ地域・自治体フォーラム 

   2012 年 9 月 22 日に、第３次県政白書発刊記念県政を考えるシンポジウム

「道州制で県民の暮らしはどうなる？～住民自治が輝き、地域経済を再生する
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ために～」として開催しました。会員を中心に４０人が参加しました。 

基調講演「地域主権改革･道州制で住民の暮らしはよくなるか」 

 講師 池上洋通 氏（自治体問題研究所主任研究員） 

報告と討論「住民自治が輝き、地域経済を再生するために」 

 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 太田正氏 （作新学院大学教授、研究所副理事長） 

    報告① 県民が輝くまちづくり：陣内雄次氏(宇都宮大学教授） 

報告② 栃木県の産業政策 山田徳彦氏(白鴎大学准教授) 

報告③ 栃木県農業の再生 山口正篤氏(農業団体職員） 

報告④ 脱原発・再生可能エネルギーの推進 大木一俊氏( 弁護士)  

(3) 第 10期とちぎ自治講座 

   2013 年２月２日（土）宇都宮市のパルティとちぎで「地域主権一括法･地方

条例化の課題～義務付け･枠づけの見直しによる条例化にどう取り組むか～」

をテーマに開催しました。講師は、角田英昭氏(自治労連・地方自治問題研究

機構）で、参加者は２０名でした。 

(4) 自治体学校への参加 

2012年７月 21日～23日静岡県浜松市開催された第 54回自治体学校には、

６名が参加しました。 

  (5) 学習会講演会 

   2012年６月 30日(日)下野市の道の駅しもつけで「放射性物質の環境と農

業・食べ物への影響、がれき処理をどう考える」講師：野中昌法氏(新潟大学

農学部教授）を開催しました。約 30名が参加しました。 

３ 広報・出版事業、講師派遣事業等 

 (1) 所報の発行 

    毎月発行し、講座の内容等を掲載してきました。今後内容の充実目指しなお

一層取り組みを強めます。 

 (2) 出版事業 

随想舎との共同企画として第３次県政白書「道州制で県民の暮らしはど

うなる？」を７月 30 日に発刊しました。一般書店は随想舎が扱い、研究所

独自には約 400部（無償配布も含む）普及しました。 

( 3) ホームページ 

    できるだけデーターの更新に努め（概ね２ヶ月に１回程度）ました。 

４ 組織体制の確立 

 (1)  理事会 

２回の開催にとどまりましたが、事業の基本的な方向を協議し、決定すると

ともに、併せて県政研究会を開催し県政白書の編集に備えました。 

 (2)  事務局体制の整備 

・原則として月１回事務局会議を開催しましたが、参加者数が減少しており、

体制の強化が望まれます。 
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・必要に応じて理事長、事務局長、次長会議を開催しました。 

 (3)  会員 

会員数 150名を目標に会員の拡大に取り組みましたが、現在、会員数  名

（全国研会員  名、その他  名）、「住民と自治」の読者 名で、若干減少

傾向となっています。 

 (4)  財政 

   事務所の安定的な維持のため必要な 150名の会員に達するまでの当面の措置

として、事務所維持のため組織強化募金に取り組んでいますが、2012 度は約

10万円の募金がありました。 

   
◇１２年 ４月２６日 事務局会議（事務所） 

◇１２年 ４月２９日 県政白書座談会収録（宇都宮市） 

◇１２年 ５月２６日 事務局会議（事務所） 

◇１２年 ６月 ８日 笠原義人前理事長逝去 

◇１２年 ６月１８日 2011 年度会計監査（事務所） 

◇１２年 ６月２３日 事務局会議（事務所） 

◇１２年 ６月２４日 
第 11 回定期総会（宇都宮市）・記念講演「持続可能な循環型

地域づくりの課題と展望」講師吉田敬一氏(駒澤大学教授） 

◇１２年 ６月３０日 学習講演会（下野市）「放射性物質の環境と農業・食べ物への

影響、がれき処理を考える」講師 野中昌法氏（新潟大学農

学部教授）約 30名参加 

◇12年7月21～23日 第５４回自治体学校 in 浜松 ６参加 

◇１２年 ７月２６日 第１回理事会 

◇１２年 ７月２８日 事務局会議（事務所） 

◇１２年 ７月３０日 第３次県政白書「道州制で県民の暮らしはどうなる？」発刊 

◇１２年 ８月２５日 事務局会議（事務所） 

◇１２年 ９月 ８日 全国事務局長会議 

◇１２年 ９月２２日 第３次県政白書発刊記念シンポジウム（宇都宮市）「道州制で県民

の暮らしはどうなる？」基調講演「地域主権改革･道州制で住民の

暮らしはよくなるか」講師池上洋通氏自治体問題研究所主任研究

員）40名参加 

◇１２年 ９月２７日 事務局会議（事務所） 

◇12年９月29～30日 第 11 回地方自治研究全国集会（さいたま市） 

◇１２年１０月２７日 事務局会議（事務所） 

◇１２年１２月 １日 事務局会議（事務所） 

◇１２年１２月２４日 事務局会議（事務所） 

◇１３年 １月１６日 第２回理事会（宇都宮市） 

◇１３年 １月１９日 事務局会議（事務所） 

◇１３年 １月２１日 事務局会議（事務所） 

◇１３年 ２月 ２日 第 10 期とちぎ自治講座(宇都宮市内)「地域主権一括法･地方条例

化の課題」講師 角田英昭氏(自治労連・地方自治問題研究機構）

20名参加 

◇１３年 ２月２３日 事務局会議（事務所） 

◇１３年 ３月２３日 事務局会議（事務所） 
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１　収入の部

項 目 決 算 額 予　算　額 差　　引 内　　　　　　　　　　　訳

前年度繰越金 132,426 132,426

会 費 805,800 801,000 4,800

事 業 収 入 138,694 150,000 ▲ 11,306 講座等資料代、書籍等売上等

雑 収 入 98,340 200,000 ▲ 101,660 募金、預金利子、自治体学校還元金

合 計 1,175,260 1,283,426 ▲ 108,166

２　支出の部

項 目 決 算 額 予　算　額 差　　引 内　　　　　　　　　　　訳

総 会 費 19,159 30,000 会場費、講師謝金等

講 師 謝 礼 110,000 130,000 ▲ 20,000 講座、シンポジウム等

会 場 費 19,747 30,000 ▲ 10,253 シンポジウム、理事会等

通 信 費 165,414 150,000 15,414
電話代、住民と自治･所報等送付費
他

事 務 費 89,227 150,000 ▲ 60,773
封筒、用紙、コピー機トナー代
ホームページ維持費

事 務 所 維 持 費 303,480 304,000 ▲ 520 事務所維持負担金、コピー機リース代

図 書 購 入 費 0 30,000 ▲ 30,000

｢住民と自治」仕入 294,372 300,000 ▲ 5,628

派 遣 旅 費 0 30,000 ▲ 30,000

雑 費 112,921 20,000 92,921 払込手数料、県政白書補填金　他

予 備 費 0 109,426 ▲ 109,426

合 計 1,114,320 1,283,426 ▲ 169,106

　　　差引 60,940 円は2013年度に繰越

(２０１２年４月１日～２０１３年３月３１日）

２０１２年度会計収支決算書

 

 

 
１ はじめに  

 昨年 12月の総選挙で自公政権が復活し誕生した安倍内閣は、当面は「アベノミクス」に

よるデフレからの脱却、経済政策を前面にしていますが、国防軍の創設や集団的自衛権の

行使、憲法 9 条の改定など平和を脅かす危険な狙いも志向しています。ＴＰＰへの参加に

より農業・農村等地域経済崩壊の危険も強まっています。また、民主党の地域主権改革を

踏襲しつつ、道州制導入を地方分権改革の軸にして推進する動きも強まっています。さら

に、円安・株高の「景気回復」を口実に、2014年４月の消費税率の引き上げによる「税と

社会保障の一体改革」も進められようとしています。 

 東日本大震災は、地震、津波に加えて原発事故という「人災」も加わって未曽有の大被
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害となりました。栃木県では、地震の被害からの復興は進んできましたが、原発事故によ

る放射能被害は依然として続いており長期化しています。住民自治に基づく防災対策、原

発から自然エネルギーへの転換が強く求められています。 

民主党政権のもとで成立した「地域主権改革」第 1 次及び第２次一括法では、社会保障

のナショナルミニマム保障という国の責任を放棄する「義務付け・枠付け」の廃止や基礎

自治体への権限移譲が行われ、福祉施設の設置基準や公住宅の入居基準などの地方自治体

での条例化にどう取り組むかが課題となってきました。さらに、自公政権下で進められて

いる第３次一括法では、中核市への教職員の人事権の移譲、学級編成基準制定権と教職員

定数権の市への移譲、教育委員会設置の規制緩和など義務教育が焦点になっています。 

 昨年 11 月には、知事選挙がありましたが、福田知事が３選を果たし、引き続き自民党が

多数を占める県議会のもと保守県政が進められています。三位一体改革や経済不況等を理

由にした財政危機のもとで、2010 年から３年間実施された財政健全化計画「とちぎ未来開

拓プログラム」では、ダム建設等の開発優先施策は推進しながら、行政の民間化・市場化

や市町村への権限移譲、職員の削減等による県行政の解体・縮小が進められてきました。

また、合併市町においては職員の削減が進められ、旧町村の役場等の縮小による地域の衰

退が懸念されています。 

 大震災や原発事故等への防災対策、自然エネルギー政策の推進という新たな課題ととも

に「構造改革」によって生じた貧困と格差の拡大、地域の衰退等に対しての本格的な政策

転換を図るためには、医療や福祉、教育、雇用など諸分野の運動が連携して制度改悪に反

対する運動や政策的対案の提示を行うなどの国民的な運動を強めていく必要があります。 

自治体問題研究所は今年創立 50年を迎え、機関紙である「住民と自治」は創刊 600号を

迎えましたが、創立以来、地方自治に関する調査、研究、地域における運動の交流の活動

を営々と続けてきました。そして、記念事業として進めてきた 21 世紀を正しい意味での地

方自治の時代にするための「新しい時代の地方自治像」研究をもとに６月に「講演とシン

ポジウム」が開催されるとともに単行本も発行されます。 

とちぎ地域・自治研究所（以下、単に「とちぎ研究所」と記します。）は、全国の地方自

治に関する運動に呼応して 11 年前に設立されましたが、現在、とちぎ研究所も含め 34 の

都道府県・地域に研究所のネットワークができています。とちぎ研究所は、全国の調査・

研究、運動にも学びながら、憲法が求める地方自治の原則に基づいて住民が主人公となる

地域や自治体の課題に的確に応えられる政策や運動に貢献する調査・研究活動に取り組んで

いきます。そして、2013年度は、これまでの成果のうえにたって、地域の研究所「まち研」

の設立も視野にいれながら、調査・研究事業、学習・交流事業を着実に推進していきます。 

２ 事業の基本方向  

住民自治に基づく防災対策、原発から自然エネルギーへの転換が求められるなか、

自公政権が進める危険な憲法改悪、ＴＰＰの推進、地方分権改革・道州制の推進や

「税と社会保障の一体改革」、県・市町での行政の民間化・市場化や職員の削減等

による公務の解体・縮小を止めさせ、とりわけ緊急課題となっている雇用不安の解

消や県内経済の再生、社会保障の再構築、国民生活最優先の災害に強い新しい日本
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型福祉国家づくりに呼応し、保守栃木県政が進める開発優先・県民生活軽視の政治

を転換し、憲法と地方自治の本旨に基づき「住民が主役」「住民自治」を県内の

隅々に行き渡らせ、県民のくらし最優先の立場に立った自治体のあり方や行財政の

あり方などの調査・研究と政策提言を行っていきます。 

そのため、これまで培ってきた県内の自治体首長との新たな連携、行政や議会関

係者をはじめ、医療、福祉、教育、雇用、農林魚業等県内各層・諸分野の運動との

連携の強化を基本にしながら、自治体問題研究所が提起する「新しい時代の地方自

治像」とも呼応して、次の４つの事業を柱に活動をすすめます。 

(1)  自主的な調査研究活動 

全国と県内の地域・自治の動向を把握し、これらの諸問題に住民自治の立場から

組織の英知を結集し自主的な調査・研究活動をすすめます。 

(2)  県内の地域・自治に関わる学習・交流を行なうとともに自治体問題研究所が

開催する「自治体学校」等全国的な事業に積極的に参加します。 

(3)  議員、自治体関係者、住民運動関係者など幅広く会員の要求に応えて事業の

企画を組み立てます。 

(4)  県内の基礎自治体や一定の地域を単位にした「まちの研究所」を展望して、

地域に根ざした自主的な研究組織の設立を支援します。 

３ 調査・研究事業 

(1)  次の３つを 2013年度の重点テーマとして取り組みます。 

① 憲法と地方自治、地方分権改革・道州制の動向等地方自治のあり方 

② ＴＰＰ等の動向と地域経済、社会保障、再生可能エネルギー、防災のまちづくり等 

③ 県内市町村の行財政分析と住民自治の充実 

(2)  テーマ別研究グループによる調査・研究に取り組みます。 

(3)  地域や自治体に関わる全国及び県内自治体の動向や決算カード等の資料やデ

ーターの収集・分析を行い、ホームページや所報等で提供していきます。 

(4)  調査、研究の成果は会員だけでなく、幅広い県民を対象にしたシンポジウム

の開催や出版物等で普及していきます。 

４ 学習・交流事業 

(1)  とちぎ地域・自治フォーラム 

   (2) の地域自治区サミットの準備状況を踏まえ開催の有無を検討します。 

(2)  「全国地域自治区サミット in とちぎ」（仮称）の開催 

栃木市を中心に全国の地域自治区制度を採用している自治体との共催により

2013年 11月９日(土)に栃木市で開催する「全国地域自治区サミット in とちぎ」

（仮称）の成功に向けて自治体問題研究所の協力も得て準備を進めます。 

( 3)  とちぎ自治講座 

ａ 会員のニーズを踏まえ地域・自治をめぐる年間のテーマを決め、３の(1) の

重点テーマと連動した年間を通した継続事業として開催していきます。 

ｂ 開催回数や開催時期は、これまでの経験を踏まえ会員の状況に合わせて検討して

いきます。 

(4)  地方議員研修会 

地方議員研修会の開催を検討します。①地域主権改革に伴う市町の条例化、②指
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定管理者制度の課題、③地方自治体財政研究など地方議員が求める研修課題も多く

地方議員の研修要求を調査し研修テーマを設定します。 こうして革新・保守を問

わず県内の多くの議員の要求に応えその中で会員を広く拡大する条件を作ります。 

( 5)  ミニ講座、ミニ学習会 

  会員や諸団体等の要望に応じて随時開催します。 

 ( 6)  自治体問題研究所主催等事業への参加 

  ａ 自治体問題研究所創立 50周年記念事業への参加 

   2013年６月２日に東京で開催される講演とシンポジウム「新しい時代の地方自

治像」及び記念レセプションへの参加や発行される記念単行本の普及に努めます。 

ｂ 第 55回自治体学校 in 新潟 

2013年８月３日～５日に新潟市で開催される第 55回自治体学校に参加を呼

びかけます。 

ｃ 全国小さくても輝く自治体フォーラムに、県内の関係自治体に参加を呼びか

けるとともに研究所からもスタッフの参加を図ります。 

ｄ 自治体政策セミナー・地方議員研修会 

 議員の会員を中心に参加を呼びかけます。 

５ 広報・出版事業、講師派遣事業、調査研究受託事業 

(1)  住民運動団体や地域での「まち研」に繋がる学習会・研究会等への講師の派

遣や斡旋を行います。 

(2)  調査・研究の成果やイベントの結果を所報やホームページへの掲載、出版物

として普及します。 

(3)  調査研究を受託できるよう体制の整備を進めます。 

６ 地域に根ざした「まちの研究所」つくり 

 町の財政分析の取り組みなどで「まちの研究所」設立の機運が高まっている益

子町を始めとして、合併で新たに誕生した新市（栃木、佐野、那須塩原、那須烏

山、日光、下野等）や県都宇都宮をはじめ都市問題を抱える都市（小山、足利

等）、自治体単位、ブロック毎々での「まちの研究所」づくりを目指します。 

７ 組織体制 

(1)  理事会運営 

  ４か月に１回の割合を目途に理事会を開催し、事業の基本的な方向を定めていきます。 

(2)  事務局体制 

  ａ 月１回の事務局会議を開催し、安定した事業の推進を図ります。 

  ｂ 事務局体制強化のため事務局員の増員に取り組みます。 

(3)  会員の拡大 

ａ 会員数１５０名を目標に会員の拡大に取り組みます。 

ｂ また、会員のうち全国研究所会員の比率を高めるよう取り組みます。 

ｃ 幅広い分野の研究者（特に若手の研究者）、専門家との連携を図りながら研

究所への参加を呼びかけます。 

ｄ 県内の住民運動団体、まちづくり研究会等各種団体との交流を進め、団体

会員の拡 大に努めます。 

(4)  所報の発行 
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月１回の発行を堅持するとともに、会員からの投稿や、県内各自地体での優

れた実践例の紹介、県内研究者の研究発表などの掲載等内容の一層の充実を図

るため会員の皆さんのご協力をお願いします。 

(5)  ホームページの充実 

データ―の更新に努め、充実を図ります。 

(6)  財政の確立 

  ａ 事務所の安定的な維持を図るため、財政基盤の強化を図ります。 

ｂ そのため、会員の拡大とともに当面の措置として事務所維持のための募金に取

り組みます。 

ｃ 自治体研究社の出版物の販売による事業収入の拡大を図ります。 

 

 

１　収入の部

項 目 予 算 額 前年予算額 差　　引 内　　　　　　　　　　　訳

前年度繰越金 60,940 132,426 ▲ 71,486

会 費 801,000 801,000 0

事 業 収 入 150,000 150,000 0 講座等参加費、書籍等売上等

雑 収 入 180,000 200,000 ▲ 20,000 事務所維持カンパ 等

合 計 1,191,940 1,283,426 ▲ 91,486

２　支出の部

項 目 予 算 額 前年予算額 差　　引 内　　　　　　　　　　　訳

総 会 費 40,000 30,000 10,000 会場費、講師謝金等

講 師 謝 礼 100,000 130,000 ▲ 30,000 フォーラム、自治講座等

会 場 費 30,000 30,000 0 フォーラム、自治講座、理事会等

通 信 費 150,000 150,000 0 電話代、住民と自治・所報等送付費　他

事 務 費 100,000 150,000 ▲ 50,000
封筒、用紙、コピー機トナー代、
ホームページ維持費等

事 務 所 維 持 費 304,000 304,000 0 事務所維持負担金、コピー機リース代

図 書 購 入 費 10,000 30,000 ▲ 20,000

｢住民と自治」仕入 300,000 300,000 0

派 遣 旅 費 30,000 30,000 0 全国研総会等

雑 費 100,000 20,000 80,000 払込手数料、その他

予 備 費 27,940 109,426 ▲ 81,486

合 計 1,191,940 1,283,426 ▲ 91,486

(２０１３年４月１日～２０１４年３月３１日）

２０１３年度会計収支予算書
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とちぎ地域・自治研究所規約改正（案） 

          

（理事会） 

第１２条 理事会は、総会に次ぐ議決機

関で、理事長が招集する。 

 １ 理事長は、この会を代表し、研究

所の業務を統括する。 

 ２ 事務局長は、事務局を統括し、会

計を処理する。 

 

 

 

 

 

 

（成立・議決条件） 

第１３条 会議は、構成員の過半数の出

席をもって成立し、議事は出席者の多

数によって決する。ただし、委任状を

もって出席にかえることができる。 

 

 

 

（理事会） 

第１２条 理事会は、総会に次ぐ議決機

関で、理事長が招集する。 

 １ 理事長は、この会を代表し、研究

所の業務を統括する。 

 

 

（事務局） 

第１３条 事務局長は、事務局員を任命

し、事務局を統括する。また、会計

を処理する。 

 ２ 事務局長は、事務局員の中から事

務局次長を指名することができる。

事務局次長は、事務局長を補佐し、

事務局の運営にあたる。 

（成立・議決条件） 

第１４条 会議は、構成員の過半数の出

席をもって成立し、議事は出席者の多

数によって決する。ただし、委任状を

もって出席にかえることができる。 

 

附則：この規約は、２０１３年５月１

９日から適用する。 
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地域主権一括法･地方条例化等の課題と今後の取り組み(下) 
ה               

     

はじめに 

１ 義務付け等の見直しとは何か 

２ 見直しの意図、課題 

３ 条例の基準設定の類型とその解釈 

４ 取り組みの基本方向と課題 

５ 地方独自の基準事例 

６ 地方条例化にどう取り組むか      

７ 第３次一括法案と第４次見直し     （以上、前号） 

 ⅛╠ ┼─        ⁸  

 ─  

10 ╩ ╢ ⅝≤  

 

 ≤ ⇔ 

ה ⌐≈™≡ 

 この法案は、昨年の衆議院解散で廃

案になりましたが、新政権で見直しの

上、再度提案される可能性が強く、今

から準備が必要です。内容については、

指定居宅介護支援事業者等の従業員数

基準や地域包括支援センクー事業の実

施基準、消防長や消防署長などの職員

の資格要件などの条例委任です。児童

相談所長の資格要件の拡大なども提起

されています。 

 また、農業委員会の選挙区設定基準

の緩和とか、地方独立行政法人を非公

務員型に移行する定款変更などがあり

ます。地方独立行政法人の問題は、最

初に公務員型にすると定款変更で非公

務員型にすることはできません。それ

を簡単に行えるようにするための方策

です。提案したのは大阪の橋下市長です。 

ה ⇔⌐≈™≡ 

 これは昨年 7 月に地方団体が政府

に提出したものです。今後、これも第

3 次一括法案と一緒に今国会に提出さ

れる可能性が高いと思います。最大の

焦点は義務教育の問題です。 

 具体の内容は、県費負担教職員の給

与負担、教職員人事権の中核市移譲、

学級編成基準制定権と教職員定数権の

市移譲、教育委員会設置の選択制又は

任意設置などです。 

特に県費負担教職員給与負担の指定

都市移譲は大きな問題です。現在、義

務教育の教職員の給与は、国と県が負

担していますが、人事権は既に指定都

市が持っているのだから、給与負担も

すべきだという考え方です。将来的に

は中核市に人事権を移譲した後、中核

市にも拡大する方針です。 

しかし、指定都市の財政負担の影響

額は半端な額ではありません。政令市

長会が平成 17 年度に出した資料では、

横浜市では 931億円にもなります。こ
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れは三位一体改革前の金額であり、現

在は県の負担は 2 分の１から 3 分の 2

に増えており、その額が 1000 数百億

円にもなります。税源移譲がなければ

できません。また、そんな負担を中核

市にまでかぶせていいのか。教育を受

ける権利は、財政力によって左右され

てはならないものです。 

農政の分野では、農地の許可権限や農

業振興地域の指定・変更等の権限移譲な

どが提案されています。これらの多くは

従来から提案されているもので、早急に

内容を検討し、今から対案をつくり、取

り組みを強めていくことが重要です。 

ה ─ ⌐≈™≡ 

 義務付け等の見直しは、第１次一括

法で 41 法律 124 条項、第２次―括法

では 160法律 542条項が改正され、第

３次一括法案では 69 法律 291 条項の

改正が提案されました。地方分権改革

推進委員会、地域主権戦略会議は、今

後も当初の目標である 4076 条項の見

直しに向けて、法案に盛り込まれてい

ない 1648 条項の条例委任に取り組ん

でいくことを明確にしています。これ

はまさに全面見直しです。 

 

 ⅛╠ ┼─  

このことでは、基礎自治体優先だか

らと言って何でも市町村に移譲すれば

いいかという問題です。第 1 次分権

改革(2000 年 4 月)以降、県から市町

村への権限移譲は、条例による事務処

理特例で行ってきました。具体的には、

県が各市町村と対等な関係で協議した上

で、合意を得たものを条例で市町村に移

譲するというものです。本来県の仕事で

あったものですから、そのために必要な

財源は、移譲事務交付金ということで県

が予算措置して市町村に交付していたわ

けです。これが今までのやり方です。 

今回は、法定移譲ですから、法律で

市町村の仕事ですと決めるわけです。

ですから、経費は市町村の負担になり

ます。その経費は、基本的には地方交

付税の基準財政需要額に算定され、交

付税措置されることになっていますが、

必要額が確実に確保されるのか、何と

も言えません。不交付団体は交付税措

置されませんから、全部自己負担です。 

また、権限移譲されても市町村では

殆ど人が増えない、忙しくなるだけだ

と言う思いも率直にあります。専門性

が求められる仕事もあるが、そのよう

な人材も蓄積もないわけです。実際に

住民サービスの向上に繋がっているの

か、検証が必要です。 

こんな事例もあります。社会福祉法

人の指導監査の市移譲に関してですが、

兵庫県では知事が、市町村に実施が難

しければ「県に委託してもいいですよ」

と言い、実際に県下 21 市が県への

(再)委託を進めています。これは極め

て違例なことです。本来そういう事務

は市町村に法定移譲せず、県が基本的

に行い、できる市町村には事務処理特

例で移譲すればいいと思います。その

意味では、権限委譲した後の県の技術

的、専門的な支援も課題になります。      

問題は、十分な検証、手だてがなさ

れないまま建前先行で移譲されていな

いか、それが本当に住民の暮らしや福

祉の向上､地域､自治の発展に繋がってい

るかです。具体の留意点は次の通りです。 
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今後、機関の共同設置も進んでくる

と思います。一つの自治体ではできな

い、非効率だというものを複数の自治

体で実施していくものです。地方自治

法の改正で可能になりました。こうした

広域的な受け皿づくりも課題になります。 

同時に、高い専門性が求められるよう

な機関、業務は、本来、県がもっと主体

的にやるべきであると言う議論もありま

す。なんでも市町村に下すのではなく、

その機関がその設置目的に沿って的確な

役割が発揮できることが基本なわけで、

その観点からの見直しも必要です。 

 権限移譲の問題は、ある意味ではど

んなまちづくりをしていくのか、その

ためにどんな権限、事務が必要なのか、

県や隣接自治体とどのような連携、相

互支援を図っていくのか、そうしたこ

とが基本にないと駄目だと思います。

個別の事務、権限のところだけ見ても

わかりません、総合的に考えていくこ

とが重要です。 

 

 ─  

関連して、ここで指定管理者制度の

問題について若干ふれたいと思います。

昨年 11 月に総務省が第３回目の導入

状況調査結果を公表しました。その結

果をみますと、この３年間で、指定取

り消しや業務停止、期間満了による取

り止めが 2415 件にも増えていました。

制度の創設以来９年になりますが、こ

の間の合計では 4549件になります。 

その理由をみれば、廃止や休止、民

間譲渡、指定管理者の経営困難、解散、

不正、やってみたけれどもメリットが

ないから撤退すると言うものです。社

会福祉施設と文化教育施設では、指定

取り消し等の後の管理では、７割近く

が廃止、休止、民間譲渡になっていま

す。それだけ資源が淘汰されているわ

けです。「公の施設」とは、住民のラ

イフサイクル、簡単に言えばゆりかご

から墓場まで、住民の福祉の向上を目

的にして設置された施設です。こんな

ことがあっていいのでしょうか。これ

は公的な制度としては前代未聞のこと

です。法の仕組み、行政の運用、指定

管理者の資質、モラルなども含めて全

面的な見直しが必要です。 

総務大臣であった片山氏も、記者会

見で「この制度の利用状況をみると自

治体はコストカットのツールとして使

ってきた嫌いがある」「自治体は地元

の企業に正規社員を増やしてください

と働きかけているが、当の自治体が内

① 移譲事務の内容、事務量に見合った

責任ある執行体制(専門職配置、人員増

等)が確立されているのか 

② 必要な予算が確保されているか。 

③ 実質的に住民サービスの維持、向上

に繋がっているか。 

④ 単独実施が困難な場合､隣接自治体な

どとの連携･支援､連合など多様な受け

皿が整備されているか。 

⑤ 県の役割、広域調整機能、支援体制

(相談、専門職員の派遣、人事交流、生

涯研修等)が担保されているか。県が直

接担うこと、県への委託も選択肢に入

っているか。 

⑥ 権限移譲は公務の民間化と連動して

おり、民間委託、民営化、外部化への

歯止めがかかっているか。 
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部で非正規化をどんどん進め、官製ワ

ーキングプアを大量に作ってしまった」

｢本来、指定管理になじまないような

施設まで指定管理の波が押し寄せてい

る｣と所管省庁の責任者として自戒を

込めて述べています。 

地方分権、地域主権改革は、構造改

革路線、公務の民間化と一体です。こ

うした点にも関心を向けていくことが

必要です。 
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ה ╩ ╢ ⅝ 

この問題では、安倍政権の与党、自

民、公明両党と維新の会、みんなの党

も軒並み道州制の早期導入を公約して

おり、民主党も「中長期的な視点で検

討する」と地域主権戦略大綱よりも一

歩踏み込んでいます。 

財界は東日本大震災後にも積極的な

動きを見せ、経済同友会は「東北を将

来の道州制の先行モデル、新しい目本

創世の先進モデルとし、国際競争力の

ある国内外に誇れる経済圈を創世する」

と声高に述べ、経団連も５月に「道州

制の導入も視野に入れた自治体間協議

を促進する」を提言しました。また、

経済３団体は、2012 年６月には政府

側の動きが遅いとして「道州制実現に

向けた政治の強いリーダーシップを求

める」との声明を発表し、政府・与野

党に撒を飛ばしています。 

 議員の動きも活発で、2011 年５月

には「震災復興」と称して民主、自民、

公明、みんなの党の国会議員が道州制

懇話会の設立総会が開かれ、「未曾有

の災害を機に…中央集権体制に終止符

を打ち、道州制を土台とする国家ビジ

ョンを示し、活力ある日本をつくり上

げる」と述べ、超党派の推進母体を立

ち上げました。地方段階でも 2012 年

４月に道州制推進知事・指定市市長連

合が設立され、9知事、15指定都市市

長が名を連ねています。知事会は慎重、

反対論が強まっていますが、指定都市

は道州制に積極的です。 

 自民党も道州制推進本部を中心に検

討を重ね、その総集編である第３次中

間報告(2008 年) を基礎にして道州制

基本法案(骨子案)を 2012 年９月に発

表しました。その主旨は、政権公約に

明記されているように、道州制基本法

案を早期に成立させ、内閣に道州制推

進本部、内閣府に道州制国民会議を設

置し､法制定後５年以内に道州制の導

入を目指すというものです｡ 

既に実務的な準備はできており、安

倍政権は内部の意思統一を図って、今

国会に基本法案を提出すると表明して

います。 

ה ⌐ ╢ ⁸  

こうした動きはありますが、道州制

はそう簡単にできるものではありませ

ん。まじ、道州制というのは、わが国で

は都道府県を廃止することが前提です。

ヨーロッパのように州、県も含めた４層

制を構想しているわけではありません。 

しかし、今の都道府県を廃止して道

州という１千万、2 千万人という規模

の州をつくると言っていますが、それ

が地方自治体といえるのか、住民自治

に基づいて民主的に運営される地方行

政体といえるかです。世界的に見てもそ

んな規模の地方公共団体はありません。 
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また、大規模な州が今の都道府県の

ような役割が発揮できるのか、基礎的

自治体も小規模市町村が 1000 以上も

ある中で、そんな州との二層制の中で

やっていけるのか。とすれば大森氏

(東大名誉教授)や全国町村会が言って

いるように、絶対に市町村の再編が進

められます。究極の市町村つぶしにな

ります。民主党も当初は第２次平成の

大合併をやり、当面は現在の市町村を

700～800 に再編し、最終的には 300

にする。そして規模は中核市制度、権

限は指定都市並みにすると提言してい

ました。そうしないと道州制は成り立

たないわけです。 

それから道州制にした時の財政問題

ですが、財政調整制度は作るが財源保

障制度はつくらない、財政調整も国が

やるのではなくて道州間でやってくれ

ということになります。しかし、道州

でも大都市部のような豊かなところと、

そうでないところの格差は必ず生じま

す。その時に今は国が都道府県間の調

整をしますが、道州間でそれが可能な

のか、疑問です。それから基本的に補

助金、負担金はなくすと言っています。

道州は自分達でやるべきものは、自分

達の税金で全て賄うことが前提だとし

ています。だから、当然交付税制度は

廃止しますということとセットになっ

ています。 

次に、都道府県を廃止して道州を作

る時に、どういうふうに作るかという

問題です。これについては、地方自治

法の６条に規定があるわけですが、区

域は法律で決めると書いてあります。

多分、憲法 95 条にある住民投票もや

らず、国が上から一方的に決めてくる

ことが予想されます。このことについ

て、浅野氏(慶応大学教授)も、｢上か

らの合併が強制される可能性がある｣

｢都道府県合併と言う自治体にとって

の重要事項を、自分たち以外のもの

(国)によって決められるとなれば、そ

れは自治体としての自己否定につなが

る。｣(2012/10/19、自治日報) と指摘

しています。 

また、道州制は、当然中央省庁の再

編とセットです。自民党の国家戦略本

部の政治体制改革ＰＴが 2008 年に出

した改革案を見ると、中央官庁は１府

6 省(内閣府と大蔵、内務、法務、外

務、環境、国防省)に再編するとして

います。ここでは厚生労働省や文部科

学省、農林水産省、国土交通省はあり

ません。そういう部署の実行責任は道

州が持つというのが前提です。これは

国の内政からの撤退を意味します。道

州制を導入するということは、単に都

道府県を廃止して広域自治体としての

道州を作るということだけではなく、

この国のあり方、国と地方の政府のあ

り方を変えるということです。 

その意味では、道州制の問題を取り

組むに当たっては、それを批判するだ

けでは駄目です。対抗軸として、広域

自治体としての府県を本当にどうする

のか、そのエリアを超えた広域連携を

どう実質化していくのか、憲法に基づ

くナショナル・ミニマム保障としての

国の責任と役割をどう提示していくの

か、それが必要です。 

最近、道州制反対論者でも、都道府

県はいらない、時代遅れになったと批

判する人がいますが、それならどうす

るのか。現在の府県制度を踏まえた広
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域自治体論の再構築の方向を示さなけ

れば、対抗軸ができません。戦後の中

で、蜷川京都府政や美濃部都政、大阪

の黒田府政などが、厳しい中でも都道

府県の権能を駆使し、市町村と一緒に

なって自治を築いてきた経験もありま

す。改めて府県制度の問題を考えてい

くことが重要だと考えています。 

今日はレジュメの中に、「道州制の

何が問題か」ということで、箇条書き

で簡単な論点を紹介しておきましたの

で、あとで見ていただけたらと思いま

す。これで今日の私の話を終わります。

ご清聴ありがとうございました。 

│⁸ ╩ ⌐ ⅜╕≤
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